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<はしがき>

本研究は、犯罪論における法人処罰の問題およびそれに伴い刑事訴訟法上の問

題点を明らかにすることを目的とした。そこで、①ヨーロッパ諸国における法人

処罰の現状として、オーストリア・スイス・フランスおよびドイツを取り上げ、

②法人の犯罪能力および刑事責任の成立可能性を検討した。訴訟法上の問題点に

ついては、なお今後、研究成果を公表することとするO
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以降は学術雑誌掲載論文から構成されていますが、著作権者(出版社、学会等)
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なお、リンクのあるものについては出版先から、全文もしくは概要が公開され

ています。詳しくはリンク先をご覧ください。 

 
 
予防理論による刑罰正当化への批判 

ミヒヤエル・パヴリーク 岡上雅美 訳  比較法雑誌 40(4), 63-87, 2007  

 

 

刑罰正当化論から見た責任概念および意思の自由 

岡上 雅美  刑法雑誌 46(2), 258-269, 2007 

 

 

フランスにおける法人の刑事責任の展開 

ジャン＝ポール・セレ 岡上雅美 訳  企業と法創造 4(1), 2007 

 

 

フランスにおける刑罰執行法の最近の展開:ヨーロッパ法および国際法の影響 

ジャン＝ポール・セレ 岡上雅美 訳  筑波法政 (44), 175-187, 2008 

 

 

啓蒙期への回帰：団体刑の再導入について 

フリードリッヒ・フォン・フライヤー 岡上 雅美 訳  比較法学 42(3), 75-113, 2009 

http://www2.chuo-u.ac.jp/houbun/db/hikakuho/�
http://ci.nii.ac.jp/author?q=%E5%B2%A1%E4%B8%8A+%E9%9B%85%E7%BE%8E�
http://www.globalcoe-waseda-law-commerce.org/activity/pdf/11/04.pdf�
http://www.waseda.jp/hiken/jp/public/review/pdf/42/03/ronbun/A04408055-00-042030075.pdf�

	0001
	0002



